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2020年 2030年

データ

センター等

産業用

電子機器

通信インフラ

4,910億

米ドル

1,650億

米ドル

デジタルインフラ向け半導体市場の将来予測

 クラウドサービスやIoT＊等のデジタル化の進展は、今後ますます加速する見通しです。飛躍的に増加するデータ通信量に比
例して、データセンター等のデジタルインフラ向け半導体の需要は、持続的に拡大していくと予想されます。

 「Chat（チャット）GPT」に代表される生成AI（人工知能）サービスの開発競争が加速する中、高度な演算処理に必要なAI半導
体の需要は急拡大することが見込まれています。

AI半導体チップ市場の将来予測

※2028年はストラトビューリサーチ予測値
（出所）Statistaのデータを基に三井住友トラスト・アセット

マネジメント作成

今後の成長ドライバー 01

※2030年はASML予測値
（出所）Statistaのデータを基に三井住友トラスト・アセット

マネジメント作成

約3倍に

拡大見込み

2021年 2028年

1,278億

米ドル

108億

米ドル

約12倍に

拡大見込み

 文章や画像を自動的に作成するAIのことをいいます。

※上記は生成AIアプリのしくみを表したイメージ図です。

＊IoT（Internet of Things）：モノのインターネット

生成AIとは？
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2020 2030 2045 （年）

レベル4/5

レベル2/3

部分運転自動化/
条件付き運転自動化

2020年 2040年
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内燃エンジン車 EV車

約2倍
に増加

 脱炭素へのシフトで急速に普及が進むEVでは、内燃エンジン車の約2倍の額の半導体が必要であり、今後も半導体需要を押
し上げていくと予想されます。

 さらには、実用化が進む自動運転技術においても、より高性能で多くの半導体が必要となることから、車載半導体の需要は
今後加速度的に拡大していく見込みです。

世界の自動運転車の生産台数の将来予測 車載半導体市場の将来予測

※1台あたり半導体の搭載額は2021年の平均値（燃料電池車を除く）
※2030年、2040年はBloomberg NEF予測値
（出所）マニュライフ・インベストメント・マネジメント株式会社、イ

ンフィニオン・テクノロジーズIR資料のデータを基に三井
住友トラスト･アセットマネジメント作成

高度/完全運転自動化

※レベル0は運転自動化されていない車体
※2030年、2045年は富士キメラ総研予測値
（出所）富士キメラ総研「2022 自動運転・AIカー市場の将来展望」、

KPMGジャパン「車載半導体：新たなICEの時代 2020」の
データを基に三井住友トラスト･アセットマネジメント作成

1.1億台

最大で

約4倍

に拡大

※2040年はKPMG予測値
（出所）KPMGジャパン「車載半導体：新たなICEの時代 2020」の

データを基に三井住友トラスト･アセットマネジメント作成

世界のEV車の販売台数の将来予測

1台あたり
半導体の
搭載額

レベル0 レベル4/5

約8～10倍
に増加

1台あたり
半導体の
搭載額

0.3億台

最大2,000億

米ドル

450億

米ドル

KPMGジャパンホームページ
「https://kpmg.com/jp/ja/home/insights/2020/04/auto
motive-semiconductors.html」

今後の成長ドライバー 02

7,474
万台

322
万台
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約3兆円

約6兆円約0.1兆円

約4兆円

2020年 2050年

次世代型

パワー半導体

従来型

2021 2030 2050 （年）

 世界が脱炭素へ舵を切った一方で、デジタル化を背景に今後も消費電力の増加が予想されており、「省電力化」に貢献する半
導体技術に注目が集まっています。

 特に電力消費を左右するパワー半導体では、大幅な省電力化を実現する次世代型の実用化が進んでおり、今後の成長が期待
されます。

※1TWｈ（テラワット時）＝10億ｋＷｈ（キロワット時）
※2030年、2050年はIEA（国際エネルギー機関）予測値
※世界が2050年までにCO2（二酸化炭素）排出実質ゼ

ロを達成し、世界の平均気温の上昇を2100年までに
1.5°C以下に抑えることを前提に試算

（出所）IEA「世界エネルギー見通し 2022年版」を基に三
井住友トラスト・アセットマネジメント作成

世界の電力需要量の将来予測 パワー半導体市場の将来予測

※2050年は経済産業省予測値
※従来型パワー半導体はSi（シリコン）、次世代型パワー半

導体はSiC（炭化ケイ素）、GaN（ 窒化ガリウム）、
Ga2O3（酸化ガリウム）等を使用した半導体になります。

（出所）経済産業省「「次世代デジタルインフラの構築」プ
ロジェクトに関する研究開発・社会実装計画」を基
に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成

社会全体の
省電力化が課題

省電力化
の実現に向け
急速に普及

約10兆円

約3兆円

従来型と比較して
電力損失を

約1/10に抑制

次世代型に期待される効果

62,159
TWｈ

注目のポイント 01

約3倍に増加

パワー半導体とは？

 電気をモーターや電子部品に適した状態に
変換する役割を担い、電気の変換時に発生
する損失が少ない特性があります。

 次世代型のパワー半導体は、電力損失の低
減に加えて放熱性を高める構造によって、従
来型よりも高電圧・大電流に対応できること
から電子機器や自動車、発電所などあらゆる
分野で欠かせない存在となっています。

※上記はGaNを使用したパワー半導体の性能を記載
（出所）一般社団法人 GaNコンソーシアムのホームページ、各種

資料を基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成
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主な自国外での半導体工場の建設

 経済安全保障の観点から、先端半導体の生産がアジアに偏在していることを解消するため、主要国・地域は官民挙げて半導体
の自国内・域内調達の安定化に舵を切りました。

 半導体の自給率向上に向けた政府支援が加速しており、各国は自国生産のために工場を誘致し、企業は製造拠点の分散を図
るなど対応を進め、巨額投資を生み出しています。

米国 • 2022年に半導体支援法案「CHIPSプラス法」が成立

• 5年間で約7.4兆円を投資する方針

日本 • 「半導体・デジタル産業戦略」のもと、今後10年間で

官民合わせて10兆円規模を投資する方針

中国 • 総額10兆円超の半導体産業向けの基金を創設

• 2025年に半導体自給率を70％とする目標を設定

韓国 • 2022年に「半導体超強大国達成戦略」を発表

• 2026年までに約36兆円を投資する方針

欧州 • 2023年「欧州半導体法案」に合意

• 2030年までに官民で約6.5兆円を投資する方針

インド • 2021年に約1.3兆円の電子産業の誘致・育成を図る
政策プログラムを策定

主要国・地域の半導体産業への政策支援

※主要国・地域の半導体投資額（中国を除く）、各企業の投資額は各通貨ベースのデータを2023年5月末の為替データを基に三井住友トラスト・アセットマネジメントが円換算
（出所）各種資料を基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成
※上記は特定の有価証券への投資を推奨しているものではありません。また、今後当ファンドが当該有価証券に投資することを保証するものではありません。

台湾セミコンダクター
（TSMC)

• 2024年から操業予定
• 投資額 約5.6兆円

韓国・台湾から誘致

インテル

サムスン電子

• 2024年から操業予定
• 投資額 約2.4兆円

• 2027年から操業予定
• 投資額 約2.6兆円

台湾セミコンダクター
（TSMC)

• 2024年から操業予定

• 投資額 約1兆円超

注目のポイント 02

台湾から誘致米国から誘致



11

当ファンドの特徴

競争の激しい半導体産業における勝ち組

となりうる３つの企業タイプに着目します。

シリコンサイクルを考慮した銘柄選定を行

うことで、半導体セクター特有の値動き

の大きさを抑制し、長期で安定した投資

信託財産の成長を目指します。

投資対象の国・地域や時価総額規模を限

定することなく、グローバルに幅広く投資

機会を捉えます。



12

 競争の激しい半導体関連産業における勝ち組となりうる３つの企業タイプに着目し、投資銘柄を厳選します。

リーダー企業 新世代企業

市場拡大を最大限に享受する

「業界の先駆者」

無限の可能性を秘める

「業界の革命児」

 市場シェアや技術力、生産能力などを背景に強
固な事業基盤を有している企業

 成長のためのカタリスト（変化のきざし）を有して
いる企業（M&A、新たな事業分野など）

 新技術・製品、既成概念を覆すビジネスモデルな
どを強みとして、高い成長性が見込める企業

 相対的に事業規模の小さな企業が多く、大手企
業による買収等も視野に

※上記はイメージ図です。また、マニュライフ・インベストメント・マネジメント株式会社が現時点で着目する半導体関連の企業タイプであり、今後変更となる場合があります。

世界の半導体関連市場

高い

低い

対象産業の
市場シェア

小さい 大きい対象産業の市場規模

ニッチトップ企業

激しい競争にさらされにくい

「業界の小さな巨人」

 大手企業などが参入しにくい「すきま的な市場」
において高い存在感を有する企業

 事業規模の大きさに関わりなく、強固な事業基
盤を背景に安定した成長が期待できる

投資のポイント 01
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 一般的に半導体産業には、数年おきに好不況を繰り返す「シリコンサイクル」と呼ばれる特有の傾向があります。

 一方で、半導体は用途や性能によっても成長タイミングが異なることから、当ファンドでは製品ごとの好不況の波を考慮した
銘柄選定を行い、「シリコンサイクル」の影響を抑えつつ中長期的な半導体産業の成長を享受することを目指します。

世界半導体売上高（3カ月移動平均値）の推移

（1990年1月～2023年4月、月次）

（出所）Bloombergのデータ、各種資料を基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成
※シリコンサイクルは一般的なイメージ図であり、特徴の全てを網羅したものではりません。

拡大期 停滞期

投資のポイント 02

製品別市場規模の年次成長率ランキング （米ドルベース）

※オプトはオプトエレクトロニクスの略称
（出所）JEITA(電子情報技術産業協会)のデータを基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成

2018年 2019年 2020年 2021年 2022年

1
メモリ オプト ロジック アナログ アナログ

27.4% 9.3% 11.1% 33.1% 20.1%

2
ディスクリート センサー センサー メモリ ロジック

11.3% 1.2% 10.7% 30.9% 14.0%

3
アナログ ディスクリート メモリ ロジック センサー

10.8% －0.9% 10.4% 30.8% 13.7%

4
オプト マイクロ マイクロ センサー ディスクリート

9.2% －1.2% 4.9% 28.0% 12.0%

5
ロジック ロジック アナログ ディスクリート オプト

6.9% －2.5% 3.2% 27.4% 1.2%

6
センサー アナログ ディスクリート マイクロ マイクロ

6.2% －8.2% －0.3% 15.1% －1.4%

7
マイクロ メモリ オプト オプト メモリ

5.2% －32.6% －2.8% 7.4% －15.6%

※上記は過去のデータであり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

シリコンサイクル
一般的に２～3年周期
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53%

55%

80%

ウエハー研磨装置

成膜装置（原子層堆積法)

マスクブランクス

80%

89%

100%

ダイシングソー（ウエハー切断装置）

コータデベロッパ（感光剤の塗布現像装置）

EUV（極端紫外線）露光装置

 半導体はあらゆる先端技術を結集して作り上げる専門性の高い製品であり、関連企業が幅広いといった特徴を有します。

 半導体のサプライチェーンはグローバルで分業が進み、さまざまな国・地域の企業がそれぞれの分野で強みを発揮している
ため、当ファンドでは投資対象の国・地域や時価総額規模を限定せず、グローバルに幅広く投資機会を捉えます。

投資のポイント 03

半導体のサプライチェーン

納入委託

開発・設計
（ファブレス）

エヌビディア

クアルコム

生産
（ファウンドリ）

台湾セミコンダクター（TSMC)

サムスン電子

製造装置/
関連部材

製造工程に必要なさまざまな製造装置や部材を提供

（出所）マニュライフ・インベストメント・マネジメント株式会社、各社のIR資料、各種資料を基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成
※上記はイメージ図であり、半導体サプライチェーンの全てを表したものではありません。また、特定の有価証券への投資を推奨しているものではありません。今後当ファンドが当該有価証券に投資することを保証するものではありません。

各半導体・電子部品メーカーから
仕様に応じた生産を受託

ASMLホールディング

東京エレクトロン

ディスコ

HOYA

ASMインターナショナル

アプライド・マテリアルズ

ブロードコム

メディアテック

ASMLホールディング

東京エレクトロン

ディスコ

HOYA

ASMインターナショナル

アプライド・マテリアルズ

主な半導体製造装置・半導体関連部材のトップシェア企業 （2022年現在（＊は2021年現在））

用途に応じた回路パターンを設計

＊

＊
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マスクブランクスにおけるグローバルリーダー

＜事業内容＞

 内視鏡やコンタクトレンズなどのライフ

ケア事業と半導体部材を手掛ける情報・

通信事業の両部門を有する複合企業。

＜株価とEPSの推移＞

＜着目ポイント＞

 今後半導体の微細化と共にマスクブランクスの高付加価値化が進むと考

えられ、独自の研磨や薄膜技術に強みを有する同社にとっては追い風とな

り、取扱製品の需要増加も期待される。

ニッチトップ企業

0
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5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

20/5 22/5 24/5 （年/月）

EPS（右軸）

株価（左軸）

EPS予測値（右軸）

（円） （円）

国・地域 日本

産業
ヘルスケア機器・

用品

時価総額 約6.2兆円

半導体関連企業のご紹介 01

 先端半導体の回路は、フォトマスクに

描かれた回路図をEUVという波長が

極めて短い特殊な光源を使って転写

することで生成される。

 このフォトマスクの原版となる特殊ガ

ラスがマスクブランクスで、半導体生

産に欠かせない部材のひとつ。

HOYAがトップシェアを誇るマスクブランクス

マスクブランクスとは

 ナノレベルの回路を転写する必要が

ある先端半導体向けのマスクブラン

クスでは、甲子園球場内にスギ花粉が

1つ落ちていると欠陥品とみられるレ

ベルの高い平坦度や清浄度が求めら

れる。

 同社は20年近く前から研究開発を

行っており、世界有数のガラス加工技

術を武器に約8割（2022年現在）の世

界シェアを誇っている。

HOYAの高い技術力

※画像はイメージです。
※時価総額：2023年5月末現在。株価（日次）とEPS（1株当たり利益、年次）の推移：2020年5月末～2023年5月末。EPS予測値：2024年～2026年（年次）で、当資料作成時点のBloomberg予測値（会計年次ベース）
(出所)マニュライフ・インベストメント・マネジメント株式会社、各種資料、Bloombergのデータを基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成
※上記は特定の有価証券への投資を推奨しているものではありません。また、今後当ファンドが当該有価証券に投資することを保証するものではありません。過去のデータであり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありま

せん。

半導体のEUV露光工程
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自動車の電動化・スマート化の要素技術を提供

＜事業内容＞

 アナログ半導体メーカー。車載センサー

やパワー半導体などのアナログ半導体な

どに強みを有する。サンケン電気の米国

子会社。

＜着目ポイント＞

 テスラやトヨタ自動車など世界の幅広い自動車メーカーにEV向け製品を

提供しており、今後加速する自動車の電動化・スマート化の恩恵を享受で

きる立場にいると考える。

新世代企業

国・地域 米国

産業
半導体・

半導体製造装置

時価総額 約1.1兆円

半導体関連企業のご紹介 02

＜株価とEPSの推移＞
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EPS（右軸）

株価（左軸）

EPS予測値（右軸）

（米ドル） （米ドル）

※画像はイメージです。
※時価総額：2023年5月末現在、米ドルベースのデータを2023年5月末の為替データを基に三井住友トラスト・アセットマネジメントが円換算。株価（日次）の推移：2020年10月29日（上場日）～2023年5月末。EPS（年次）の推移：2020年5

月末～2023年5月末。EPS予測値：2024年～2026年（年次）で、当資料作成時点のBloomberg予測値（会計年次ベース）。2021年に発行株数の増加に伴いEPSが低下
(出所)マニュライフ・インベストメント・マネジメント株式会社、各種資料、Bloombergのデータを基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成
※上記は特定の有価証券への投資を推奨しているものではありません。また、今後当ファンドが当該有価証券に投資することを保証するものではありません。過去のデータであり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありま

せん。

 EVの航続距離はバッテリー容量だけ

でなく、電力を制御するパワー半導体

の性能にも左右される。

 同社の最上位モデルは、競合他社製

品よりも電力効率を40%向上させな

がら、製品の大きさは50%程度まで小

型化を実現しており、EVの性能向上

に貢献する高い競争力を有する。

パワー半導体は電力制御に欠かせないキーデバイス

EVの性能向上に貢献する同社のパワー半導体

「ファブレス企業」ならではの強み

 同社は自社工場を持たない「ファブレ

ス企業」で、主に設計・開発に従事。

 同社の車載用磁気センサーやパワー

半導体は、1つのチップの上にさまざ

まな機能を統合することが可能であり、

用途に合わせたカスタマイズ力に優

れている。

 自動車の電動化・スマート化の競争が

加速する中、メーカーの多様なニーズ

に応えられる点も強み。
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リーダー企業 ニッチトップ企業

データセンターなどの「脳」となるプロセッサを提供

※画像はイメージです。
※時価総額：2023年5月末現在、各通貨ベースのデータを2023年5月末の為替データを基に三井住友トラスト・アセットマネジメントが円換算。株価（日次）とEPS（年次）の推移：2020年5月末～2023年5月末。EPS予測値：マーベル・テクノ

ロジーは2024年～2026年（年次）、eメモリー・テクノロジーは2023年～2024年（年次）で、当資料作成時点のBloomberg予測値（会計年次ベース）
（出所）マニュライフ・インベストメント・マネジメント株式会社、各種資料、Bloombergのデータを基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成
※上記は特定の有価証券への投資を推奨しているものではありません。また、今後当ファンドが当該有価証券に投資することを保証するものではありません。過去のデータであり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありま

せん。

安全性に強みを有する半導体メモリを提供

 膨大な演算能力に加え、強固なセキュリ

ティやネットワーク仮想化技術を内包し

た 高 性 能プ ロ セ ッ サ 「 DPU （ Data

Processing Unit）」に強みを有する。

 DPUは高い信頼性が求められる用途で

活用の機会が増えており、データセン

ターや自動車、基地局などに搭載。

 2018年以降、ニッチな技術を持つ複数

の企業を買収。データセンターや自動車

向けの製品ラインナップを強化しており、

今後買収によるシナジー効果にも期待。

〈株価とEPSの推移〉

〈事業内容と着目ポイント〉

国・地域 米国

産業
半導体・

半導体製造装置

時価総額 約7.0兆円

 半導体メモリメーカー。IC（集積回路）に

統合される「組み込み型半導体メモリ」

を提供。

 個々の半導体から発せられる信号を暗

号化する「シリコン指紋」を生成する特

殊な半導体メモリで独自の地位を確保。

 こうした特殊な半導体メモリは、スマー

トフォンの顔認証や自動運転車のAIの

セキュリティ強化に貢献している。社会

のIoT化の進展に伴い、同社の技術に対

する需要が増加する見込み。

〈株価とEPSの推移〉

〈事業内容と着目ポイント〉

国・地域 台湾

産業
半導体・

半導体製造装置

時価総額 約6,392億円

半導体関連企業のご紹介 03 半導体関連企業のご紹介 04
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 長期的な成長テーマを資産の成長につなげるためには、長期目線で投資に臨むことが重要です。

 特に投資タイミングに悩む場合には、「積立投資」を活用し時間を分散しながら、長期目線で投資を続けることも選択肢の
ひとつです。

※次のインデックス（米ドルベース、配当込み）を当該日の為替データを基に三井住友トラスト・アセットマネジメントが円換算して使用。半導体関連株式：MSCIオール・カントリー・ワールド・半導体・半
導体製造装置インデックス、世界株式：MSCIオール・カントリー・ワールド・インデックス

※積立投資の10年間は2013年5月末から開始、2023年5月末に終了するものとし、積立投資の評価金額は各インデックスの各月末の値を使用して算出。また、積立期間の最終月の積立元本は、運用
収益算出の都合上、加算せずに算出

（出所）Bloombergのデータを基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成
※上記は所定の前提条件を基に行ったシミュレーションであり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。また、購入時における手数料、税金等の諸費用は考慮しておりません。

半導体関連株式

5,067万円 （+3,867万円）

投資元本

1,200万円

（ご参考）世界株式

2,272万円 （+1,072万円）

毎月積立額 １０万円

積立期間 10年

10年後
の評価額

前提条件

毎月10万円ずつ積立投資した場合の評価額の推移（過去10年）

ご参考
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※2023年4月末現在。上記プロセスは、今後変更となる場合があります。

※資金動向、市況動向、信託財産の規模などによっては、上記の運用ができない場合が
あります。

日本を含む世界各国の上場企業の中から、時価総額等を

勘案した上で、半導体関連企業の株式を選定

● 個別企業のファンダメンタルズ分析（財務分析、企業

経営陣との面談、技術動向調査等）を通じて、企業の

成長性や株価の割安度を検証し、銘柄を選定

● 流動性やポートフォリオの地域分散を考慮してポート

フォリオを構築

世界の株式

ポートフォリオ

投資候補銘柄群

主要投資対象ファンドの運用プロセス

 世界的な総合金融グループ傘下の運用会社として、長年培ってきたグローバル株式の調査力に強みがあります。

 半導体産業のサイクルや技術開発動向、競争環境などに精通した運用プロフェッショナルが、徹底したファンダメンタルズ分析
に基づき、厳選投資を実施します。

ポートフォリオマネジャーのご紹介

 米国小型株戦略における半導体・半導体製造装置
を中心としたテクノロジーセクターの調査および
ポートフォリオ構築の責任者

 同社入社前はコルティーナ・アセット・マネジメント
において14年間、グローバルの中小型テクノロ
ジー株式の調査に従事

担当戦略と主要指数における半導体セクターのパフォーマンス

ライアン・デイビス

※担当戦略のパフォーマンス（米ドルベース、信託報酬控除前）は、同氏が担当する「米国小型株戦略」において選定
した半導体セクター銘柄の平均騰落率。また、次の半導体セクターインデックス（米ドルベース、配当込み）を使用。
米国株式：ラッセル3000インデックス、米国小型株式：ラッセル2000インデックス、世界株式：MSCIオール・カン
トリー・ワールド・インデックス、世界小型株式：MSCIオール・カントリー・ワールド・小型株インデックス

（出所）マニュライフ・インベストメント・マネジメント株式会社、Bloombergのデータを基に三井住友トラスト・ア
セットマネジメント作成

※上記担当戦略のデータは、あくまでもご参考として掲載したものであり、当ファンドの運用実績ではありません。
過去のデータであり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

397％

153％ 131％ 156％ 146％

担当戦略 米国株式 米国小型株式 世界株式 世界小型株式担当戦略

（2017年12月末～2023年3月末）
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